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 第１章 総則 第１章 総則 
 

 

 

 

 

４ 

第１節 計画の目的と構成 

 (略) 

第５ 基本方針 

 (略) 

５ 自助・共助による取組の強化 

大規模災害時に県民の命を守ることは，行政による応急活動だけでは困難であり，県

民一人ひとりが防災に対する意識を高め，県民，事業者自らがそれぞれ事前の対策で被

害を減らすとともに，行政も後押しすることが必要である。 

そのため，国，県，市町村及び防災関係機関の適切な役割分担及び相互の連携協力を

確保することと合わせ，「自らの身の安全は自らが守る」との観点から，県民，事業者

等様々な主体による「自助」・「共助」の取組を強化するとともに，県民等の協働によ

り，組織・団体が積極的に地域を守るような社会の構築を推進する。 

 

 

 (略) 

第１節 計画の目的と構成 

 (略) 

第５ 基本方針 

 (略) 

５ 自助・共助による取組の強化 

大規模災害時に県民の命を守ることは，行政による応急活動だけでは困難であり，

県民一人ひとりが防災に対する意識を高め，県民，事業者自らがそれぞれ事前の対策

で被害を減らすとともに，行政も後押しすることが必要である。 

そのため，国，県，市町村及び防災関係機関の適切な役割分担及び相互の連携協力

を確保することと合わせ，行政主導のソフト対策のみでは限界があることを前提とし，

「自らの命は自らが守る」という意識の徹底や地域の災害リスクととるべき避難行動

等についての理解促進，県民，事業者等様々な主体による「自助」・「共助」の取組を強

化するとともに，県民等の協働により，組織・団体が積極的に地域を守るような社会

の構築を推進する。 

 (略) 

 

 

 

 

 

防災基本計画の

修正 

 

 

 

 

 

７ 

第２節 各機関の役割と業務大綱 

 (略) 

第３ 各機関の役割 

６ 県民 

県民一人ひとりは「自らの身の安全は自ら守る」ということを基本に，地震に関する

知識，災害に対する平素の心得や災害発生時の心得など，平常時から地域，家庭，職場

等で風水害等災害から身を守るために，積極的な取組に努める。 

 (略) 

 

 

 

 

 

第２節 各機関の役割と業務大綱 

 (略) 

第３ 各機関の役割 

６ 県民 

県民一人ひとりは「自らの命は自らが守る」ということを基本に，地震に関する知

識，災害に対する平素の心得や災害発生時の心得など，平常時から地域，家庭，職場等

で風水害等災害から身を守るために，積極的な取組に努める。 

 (略) 

 

 

 

 

防災基本計画の

修正 
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第２章 災害予防対策 第２章 災害予防対策 

 

42 

 

 

 

 

 

 

 

43 

 

 

 

第３節 地盤にかかる施設等の災害対策 

＜主な実施機関＞ 

県(環境生活部，農林水産部，土木部)，市町村，東北森林管理局 

第１ 目 的 

県，市町村及び防災関係機関は，地震に伴う土砂災害を未然に防止し，被害の軽減を

図るための危険箇所の実態を調査し，危険箇所における災害防止策を講じるとともに，

住民     に対して災害の防止について，啓発及び指導を行う。 

 (略) 

第５ 急傾斜地崩壊防止施設 

 (略) 

本県のがけ崩れ危険箇所は，主に都市部又は都市周辺に集中しているが，山村集落や

沿岸集落にも散在している。現在，危険箇所4,964箇所のうち，急傾斜地崩壊危険地区

として372箇所を指定しており，指定面積は484.182haに及んでいる。 

 

第３節 地盤にかかる施設等の災害対策 

＜主な実施機関＞ 

県(環境生活部，農政部，水産林政部，土木部)，市町村，東北森林管理局 

第１ 目 的 

県，市町村及び防災関係機関は，地震に伴う土砂災害を未然に防止し，被害の軽減

を図るための危険箇所の実態を調査し，土砂災害警戒区域等における災害防止策を講

じるとともに，住民及び事業者に対して災害の防止について，啓発及び指導を行う。 

 (略) 

第５ 急傾斜地崩壊防止施設 

(略) 

本県のがけ崩れ危険箇所は，主に都市部又は都市周辺に集中しているが，山村集落

や沿岸集落にも散在している。現在，危険箇所4,964箇所のうち，急傾斜地崩壊危険区

域として373箇所を指定しており，指定面積は484.318haに及んでいる。 

 

 

組織改編に伴う

修正 

 

記述の適正化 

 

 

 

 

 

記述の適正化 

 

46 
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第４節 海岸保全施設等の整備 

＜主な実施機関＞ 

県(農林水産部，土木部)，市町村，東北地方整備局 

 (略) 

第５ 農業施設 

県及び市町村等は，農業用排水施設の日常の維持管理及び定期的な点検の励行のほ

か，機能診断・評価に基づく補修・補強等を実施し，災害発生の防止を図る。特に，決

壊した場合に下流に大きな影響があると考えられる防災重点ため池等については，      

            優先的に耐震調査等の詳細調査を実施し，緊急性が高いと

判断された施設について改修，耐震化    等の対策を行うほか，施設管理者と調整

の上，ハザードマップの作成・公表に向けた支援を実施し，関係住民への適切な情報提

供を図る。その他の「地震後の農業用ため池緊急点検要領(案・農水省)」の対象ため池

についても，迅速な点検の実施・結果報告及び応急対策等の体制維持・強化を図る。 

 

第４節 海岸保全施設等の整備 

＜主な実施機関＞ 

県(農政部，水産林政部，土木部)，市町村，東北地方整備局 

 (略) 

第５ 農業施設 

県及び市町村等は，農業用排水施設の日常の維持管理及び定期的な点検の励行のほ

か，機能診断・評価に基づく補修・補強等を実施し，災害発生の防止を図る。特に，決

壊した場合に下流に大きな影響があると考えられる防災重点ため池等については， 

緊急連絡体制等を整備するとともに，優先的に耐震調査等の詳細調査を実施し，緊急

性が高いと判断された施設について改修，耐震化，統廃合等の対策を行うほか，施設

管理者と調整の上，ハザードマップの作成・公表に向けた支援を実施し，関係住民へ

の適切な情報提供を図る。その他の「地震後の農業用ため池緊急点検要領(案・農水省)」

の対象ため池についても，迅速な点検の実施・結果報告及び応急対策等の体制維持・

強化を図る。 

 

 

 

組織改編に伴う

修正 

 

 

防災基本計画の

修正 
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48 第５節 交通施設の災害対策 

＜主な実施機関＞ 

県(震災復興・企画部，農林水産部，土木部)，県警察本部，市町村， 

東北地方整備局，東京航空局仙台空港事務所，東日本高速道路(株)東北支社，

東日本旅客鉄道(株)仙台支社，阿武隈急行(株)，仙台空港鉄道(株)， 

宮城県道路公社，仙台市交通局，仙台国際空港(株) 

(略) 

 

第５節 交通施設の災害対策 

＜主な実施機関＞ 

県(震災復興・企画部，水産林政部，土木部)，県警察本部，市町村， 

東北地方整備局，東京航空局仙台空港事務所，東日本高速道路(株)東北支社，

東日本旅客鉄道(株)仙台支社，阿武隈急行(株)，仙台空港鉄道(株)， 

宮城県道路公社，仙台市交通局，仙台国際空港(株) 

(略) 

 

組織改編に伴う

修正 

 

69 

 

 

 

 

 

 

 

70 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73 

第10節 防災知識の普及 

第１ 目 的 

自らの身の安全は自らが守るのが防災の基本であり，県民はその自覚を持ち，平常時

より，災害に対する備えを心がけるとともに，発災時には自らの身の安全を守るよう行

動することが重要である。また，災害時には，近隣の負傷者，要配慮者を助ける，指定

緊急避難場所や指定避難所で自ら活動する，あるいは，国，公共機関，地方公共団体等

が行っている防災活動に協力するなど，防災への寄与に努めることが求められる。 

 

第２ 防災知識の普及，徹底 

２ 住民への防災知識の普及 

(２) ハザードマップ等の活用 

(略) 

 (新規) 

   

 

 

(３) 普及・啓発の実施 

   (略) 

  (４) 要配慮者及び観光客等への配慮 

   (略) 

  (５) 災害時の連絡方法の普及 

   (略) 

  (６) 相談窓口の設置 

   (略) 

第３ 学校等教育機関における防災教育 

１ 学校等教育機関は，県及び市町村，防災関係機関と連携し，住んでいる地域の特徴 

や       過去の地震の教訓等を踏まえた継続的な防災教育に努める。 

 

第10節 防災知識の普及 

第１ 目 的 

自らの命は自らが守るのが防災の基本であり，県民はその自覚を持ち，平常時より，

災害に対する備えを心がけるとともに，発災時には自らの命を守るよう行動すること

が重要である。また，災害時には，近隣の負傷者，要配慮者を助ける，指定緊急避難場

所や指定避難所で自ら活動する，あるいは，国，公共機関，地方公共団体等が行ってい

る防災活動に協力するなど，防災への寄与に努めることが求められる。 

 

第２ 防災知識の普及，徹底 

２ 住民への防災知識の普及 

(２) ハザードマップ等の活用 

(略) 

  (３) 専門家の活用 

県及び市町村は，各地域において，防災リーダーの育成等，「自助」・「共助」の

取組が適切かつ継続的に実施されるよう，地震災害に関する専門家の活用を図る

ものとする。 

  (４) 普及・啓発の実施 

   (略) 

  (５) 要配慮者及び観光客等への配慮 

   (略) 

  (６) 災害時の連絡方法の普及 

   (略) 

  (７) 相談窓口の設置 

   (略) 

第３ 学校等教育機関における防災教育 

１ 学校等教育機関は，県及び市町村，防災関係機関と連携し，住んでいる地域の特徴 

や地震のリスク，過去の地震の教訓等を踏まえた継続的な防災教育に努める。 

 

 

 

防災基本計画の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の

修正 
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第13節 ボランティアの受入れ 

 (略) 

第３ 災害ボランティア活動の環境整備 

県及び市町村は，日本赤十宇社，社会福祉協議会，ボランティア団体及びＮＰＯ等と

の連携を図るとともに，中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等の活動支援やこれ

らの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り，災害時におい

て災害ボランティア活動が円滑に行われるよう，その活動環境の整備を図る。その際，

平常時の登録，研修制度，災害時における災害ボランティア活動の受入れや調整を行う

体制，災害ボランティア活動の拠点の確保，活動上の安全確保，被災者二ーズ等の情報

提供方策等について，整備を推進する。 

 

 

第13節 ボランティアの受入れ 

 (略) 

第３ 災害ボランティア活動の環境整備 

県及び市町村は，日本赤十宇社，社会福祉協議会，ボランティア団体及びＮＰＯ等

との連携を図るとともに，中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等の活動支援や

これらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り，災害時

において災害ボランティア活動が円滑に行われるよう，その活動環境の整備を図る。 

また，県及び市町村は，行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し，平常時の登

録，研修制度，災害時における災害ボランティア活動の受入れや，調整を行う体制，災

害ボランティア活動の拠点の確保，活動上の安全確保，被災者ニーズ等の情報提供方

策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を推進するものとする。 

 

 

 

 

防災基本計画の

修正 
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第14節 企業等の防災対策の推進 

 (略) 

第２ 企業等の役割 

 (略) 

２ 県，市町村及び防災関係機関の役割 

 (略) 

(２) 企業防災の取組支援 

県及び市町村は，企業防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計

画(ＢＣＰ)策定支援及び事業継続マネジメント(ＢＣＭ)構築支援等の高度なニー

ズへの対応に取り組む。 

 （新規） 

 

第14節 企業等の防災対策の推進 

 (略) 

第２ 企業等の役割 

 (略) 

２ 県，市町村及び防災関係機関の役割 

 (略) 

(２) 企業防災の取組支援 

県及び市町村は，企業防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計

画(ＢＣＰ)策定支援及び事業継続マネジメント(ＢＣＭ)構築支援等の高度なニー

ズへの対応に取り組む。 

市町村，商工会・商工会議所は，中小企業等による事業継続力強化計画に基づく

取組等の防災・減災対策の普及を促進するため，連携して，事業継続力強化支援

計画の策定に努めるものとする。 

また，県及び市町村は，あらかじめ商工会・商工会議所と連携体制を構築するな

ど，災害発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備

に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画の

修正 

 

 

114 

 

 

 

 

第19節 相互応援体制の整備 

（略） 

第７ 他都道府県との応援体制の整備 

１ 北海道・東北８道県における相互応援 

県は，応急措置を実施するため必要があると認めるときは，北海道及び新潟県を含む

東北８道県で締結した「大規模災害時の北海道・東北８道県相互応援に関する協定」に

基づき，応援を要請する。 

第19節 相互応援体制の整備 

（略） 

第７ 他都道府県との応援体制の整備 

１ 北海道・東北８道県における相互応援 

県は，                        北海道及び新潟県を含

む東北８道県で締結した「大規模災害時の北海道・東北８道県相互応援に関する協定」

に基づく相互応援・受援の実効性を高めるため，相互の連携強化に努める。 

 

 

 

 

記述の適正化 
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また，県は，複数の自治体からの応援を速やかに受け入れ，その支援を調整し，被災

市町村支援に活用する受援計画やマニュアルを策定するなど，円滑に応援を受け入れ

るための体制を整備する。 

(略) 

２ 全国知事会における相互応援 

県は，「大規模災害時の北海道・東北８道県相互応援に関する協定」に基づく    

 応急対策が十分に実施できない場合には，                   

   「全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定」に基づき全国知事会又

は北海道東北ブロック幹事県に応援を要請する。                

 

３ 総務省の被災市 町村応援職員確保システム 

県は，被災市町村について，「被災市区町村応援職員確保システムに関する要綱」に

基づき，災害対応業務を支援するための応援職員派遣の必要性等を把握する。 

また，県は，総務省及び北海道東北ブロック幹事道県に対し，把握したニーズ等の情

報を提供するとともに，把握したニーズ等に対し県内の地方公共団体による応援職員

の派遣だけでは被災市町村において完結して災害対策業務を実施することが困難であ

る場合又は困難であると見込まれる場合には，その旨を併せて連絡する。 

 

 ４ (略) 

 ５ 相互応援体制の強化充実 

(１) (略) 

(２) 受援計画の作成 

県は，応援要請後，他都道府県からの応援部隊が効率的に応援活動を実施できる

よう，                  受入れ窓口や指揮系統の明確化及

びマニュアルを整備するとともに，職員への周知徹底を図る。併せて，国の関係機

関，海外等からの支援を含む，他機関からの応援を受け入れるための受援計画を作

成する。 

  (略) 

 

また，県は，複数の自治体からの応援を速やかに受け入れ，その支援を調整し，被災

市町村支援を行うため，「宮城県災害時広域受援計画」に基づき，円滑に応援を受け入

れるための体制を整備する。 

(略) 

２ 全国知事会における相互応援 

   「大規模災害時の北海道・東北８道県相互応援に関する協定」に基づく支援

では応急対策が十分に実施できない場合には，北海道東北ブロック幹事県が全国知事

会に対し「全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定」に基づく広域応援

を要請する。その実効性を高めるため，県は，日頃より都道府県間の連携強化に努め

る。 

３ 総務省の被災市区町村応援職員確保システム 

県は，          「被災市区町村応援職員確保システムに関する要綱」

に基づく被災市町村における災害対応業務を支援するための連絡調整体制を整備す

る。 

                                      

                                       

                                       

                                    

４ (略) 

５ 相互応援体制の強化充実 

(１) (略) 

(２) 受援体制の整備 

県は，応援要請後，他都道府県からの応援部隊が効率的に応援活動を実施でき

るよう，「宮城県災害時広域受援計画」に基づき，受入れ窓口や指揮系統を明確化 

           するとともに，              国の関係

機関，海外等からの支援を含む 他機関からの応援についても受け入れ可能な体

制を整備する。 

  (略) 

 

受援計画策定に

よる修正 

 

 

 

全国都道府県広

域応援協定の改

正による修正 

 

 

記述の適正化 

 

 

 

第３章第４節に

移記 

 

 

 

 

 

受援計画策定に

よる修正 

 

 

135 第22節 緊急輸送体制の整備 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，震災復興・企画部，農林水産部，土木部)，県警察本部， 

東北地方整備局，(公社)宮城県トラック協会 

(略) 

 

第22節 緊急輸送体制の整備 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，震災復興・企画部，農政部，水産林政部，土木部)，県警察本部， 

東北地方整備局，(公社)宮城県トラック協会 

(略) 

 

 

組織改編に伴う

修正 
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139 第23節 避難対策 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，震災復興・企画部，保健福祉部，農林水産部，土木部，教育庁)， 

県警察本部，市町村 

第１ 目 的 

大規模災害発生時には，避難者が多数発生するおそれがある。このため，県，市町村

は，人命を守ることを最優先に，救助の万全を期するため，必要な計画の作成，強力な

救助組織の確立並びに労務，施設，設備，物資及び資金の整備に努め，緊急に避難する

場所としての指定緊急避難場所・避難場所へ向かう避難路・避難階段等の整備など，災

害発生後に住民や外来者が円滑に避難できるよう，避難対策を強化する       

                                         

             。 

 

第23節 避難対策 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，震災復興・企画部，保健福祉部，農政部，水産林政部，土木部，教育庁)， 

県警察本部，市町村 

第１ 目 的 

大規模災害発生時には，避難者が多数発生するおそれがある。このため，県，市町村

は，人命を守ることを最優先に，救助の万全を期するため，必要な計画の作成，強力な

救助組織の確立並びに労務，施設，設備，物資及び資金の整備に努め，緊急に避難する

場所としての指定緊急避難場所・避難場所へ向かう避難路・避難階段等の整備など，

災害発生後に住民や外来者が円滑に避難できるよう，避難対策を強化するとともに,防

災（防災・減災への取組実施機関）と福祉の連携により,高齢者の避難行動に対する理

解の促進を図るものとする。 

 

 

組織改編に伴う

修正 

 

 

防災基本計画の

修正 

146 第24節 避難受入れ対策 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，震災復興・企画部，環境生活部，保健福祉部，農林水産部， 

土木部，教育庁)，県警察本部，市町村 

(略) 

 

第24節 避難受入れ対策 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，震災復興・企画部，環境生活部，保健福祉部，       

土木部，教育庁)，県警察本部，市町村 

(略) 

 

 

記述の適正化 

154 第25節 食料，飲料水及び生活物資の確保 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，震災復興・企画部，環境生活部，保健福祉部，経済商工観光部， 

農林水産部，企業局)，市町村，東北農政局，(公社)宮城県トラック協会 

 (略) 

 

第25節 食料，飲料水及び生活物資の確保 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，震災復興・企画部，環境生活部，保健福祉部，経済商工観光部， 

農政部，水産林政部，企業局)，市町村，東北農政局，(公社)宮城県トラック協会 

 (略) 

 

 

組織改編に伴う

修正 

 

171 第28節 災害廃棄物対策 

＜主な実施機関＞ 

県(環境生活部，保健福祉部，農林水産部，土木部)，市町村， 

東北地方環境事務所 

 (略) 

 

 

 

 

第28節 災害廃棄物対策 

＜主な実施機関＞ 

県(環境生活部，保健福祉部，農政部，水産林政部，土木部)，市町村， 

東北地方環境事務所 

 (略) 

 

 

組織改編に伴う

修正 
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第３章 災害応急対策 第３章 災害応急対策 

 

174 第１節 情報の収集・伝達 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，農林水産部，土木部)，県警察本部，市町村，東北総合通信局， 

東北地方整備局，仙台管区気象台，第二管区海上保安本部，東日本高速道路(株)東北

支社，日本郵便(株)東北支社，東日本電信電話(株)宮城事業部，各放送事業者 

 (略) 

 

第１節 情報の収集・伝達 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，農政部，水産林政部，土木部)，県警察本部，市町村，東北総合通信局， 

東北地方整備局，仙台管区気象台，第二管区海上保安本部，東日本高速道路(株)東北

支社，日本郵便(株)東北支社，東日本電信電話(株)宮城事業部，各放送事業者 

 (略) 

 

 

組織改編に伴

う修正 

 

 

198 

 

 

 

 

 

 

199 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 相互応援活動 

(略) 

第３ 県による応援   活動 

１ 応援要請及び指示 

県は，災害応急対策を行うために必要があると認めるときは，            

          被害の規模に応じて，他の都道府県等に対して応援を求め，

また，必要に応じて県内市町村に対して，他の市町村を応援すべきことを指示す

る。 

 

２ 職員派遣の要請 

県は，被災市町村の行財政運営が困難と見込まれる場合，短期の人材派遣につい

て被災市町村のニーズを照会し，必要人数を全国知事会及び国に職員派遣を要請す

る。 

また，派遣元自治体と派遣先自治体間の派遣受入れ調整や関係内部部局との調整

を行うとともに，「プッシュ型」による人材の派遣も行う。 

 (略) 

第５ 他都道府県からの応援活動 

１ 北海道・東北８道県に対する応援要請 

(略) 

(１) 応援要請 

応援要請は，応援の調整を実施するカバー(支援)県     に対し，必要

事項を明らかにして要請を行う。 

(略) 

第４節 相互応援活動 

(略) 

第３ 県による応援・受援活動 

１ 応援要請及び指示 

県は，災害応急対策を行うために必要があると認めるときは，「宮城県災害時広域

受援計画」に基づき，被害の規模に応じて，他の都道府県等に対して応援を求め

る。 

また，必要に応じて県内市町村に対して，他の市町村を応援すべきことを指示す

る。 

２ 職員派遣の要請 

県は，被災市町村の行財政運営が困難と見込まれる場合，短期の人材派遣につい

て被災市町村のニーズを照会し，総務省の被災市区町村応援職員派遣システム等に

より職員派遣を要請する。 

また，派遣元自治体と派遣先自治体間の派遣受入れ調整や関係内部部局との調整

を行うとともに，「プッシュ型」による人材の派遣も行う。 

 (略) 

第５ 他都道府県からの応援活動 

１ 北海道・東北８道県に対する応援要請 

(略) 

(１) 応援要請 

応援要請は，応援の調整を実施するカバー(支援)県又は幹事県に対し，必要

事項を明らかにして要請を行う。 

(略) 

 

 

記述の適正化 

 

受援計画策定

による修正 

 

 

 

 

 

記述の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

記述の適正化 
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200 

 

 

 

 

 

201 

 

 

 ２ 全国知事会における相互応援 

県は，「大規模災害時の北海道・東北８道県相互応援に関する協定」における応援

活動をもっても十分な応急対策の実施ができない場合には，       「全国

都道府県における災害時の広域応援に関する協定」に基づく  応援の要請を行

う。 

(略) 

(新規) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 国への応援調整要求 

(略) 

 ２ 全国知事会に対する応援要請 

北海道東北ブロック幹事県は，「大規模災害時の北海道・東北８道県相互応援に関

する協定」における応援活動をもっても十分な応急対策の実施ができない場合に

は，全国知事会に対し「全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定」に

基づく広域応援の要請を行う。 

(略) 

３ 総務省の被災市区町村応援職員確保システムによる応援要請 

(１) 応援職員のニーズ等の把握 

県は，「被災市区町村応援職員確保システムに関する要綱」に基づき，被災市

町村における災害対応業務を支援するための応援職員のニーズ等を速やかに把

握し，総務省及び北海道東北ブロック幹事県に連絡する。 

(２) 北海道東北ブロック幹事県への協力依頼 

県は，把握したニーズ等に対し，県内の市町村による応援職員の派遣だけで

は被災市町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である場合

又は困難であることが見込まれる場合には，北海道東北ブロック幹事県を通じ

てブロック内の地方公共団体に対し，被災市町村への応援職員の派遣について

協力を依頼する。 

(３) 対口支援団体の決定 

県は，対口支援団体が決定された場合には，被災市町村に対し，決定された

事項を速やかに連絡する。 

※ 対口支援（たいこうしえん）方式とは，被災市区町村ごとに都道府県又は

指定都市を原則として１対１で割り当てることにより，担当する都道府県又

は指定都市（以下「対口支援団体」という。）を決定し，対口支援団体が基本

的に自ら完結して応援職員を派遣することをいう。 

４ 国への応援調整要求 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国都道府県

広域応援協定

の改正による

修正 

 

被災市区町村

応援職員確保

システムの追

記 
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205 

 

 

 

 

 

206 

第５節 災害救助法の適用 

 (略) 

第３ 救助の実施の委任 

知事は，法第13条の規定に基づき，次の救助の実施を市町村          

                       長に委任することができる。同

法施行令第17条の規定に基づき委任を通知した場合において，市町村長は，当該事

務を行わなければならない。 

(略) 

表１ 災害の規模に応じた救助の実施者 

実施者 救助の種類 

局地災害の場合 

市町村 
全ての救助 

（県から即時に委任（法第13条第１項） 

（新規） 

県 － 

広域災害の場合 

市町村 
県     が行う以外の全ての救助 

（県から即時に委任（法第13条第１項） 

（新規） 

県            応急仮設住宅の供与 

 (略) 

第４ 救助実施市 

救助実施市（法第２条の２第１項に定める市。以下同じ。）の区域内においては，

当該救助実施市が救助を実施する。 

(略) 

第５節 災害救助法の適用 

 (略) 

第３ 救助の実施の委任 

知事は，法第13条の規定に基づき，次の救助の実施を市町村（救助実施市（法第

２条の２第１項に定める市。以下同じ。）を除く。）長に委任することができる。同

法施行令第17条の規定に基づき委任を通知した場合において，市町村長は，当該事

務を行わなければならない。 

 (略) 

表１ 災害の規模に応じた救助の実施者 

実施者 救助の種類 

局地災害の場合 

市町村 
全ての救助 

（県から即時に委任（法第13条第１項） 

仙台市 
全ての救助 

（救助実施市（法第２条の２第１項） 

県 － 

広域災害の場合 

市町村 
県及び仙台市が行う以外の全ての救助 

（県から即時に委任（法第13条第１項） 

仙台市 
全ての救助 

（救助実施市（法第２条の２第１項） 

県 仙台市を除く区域の応急仮設住宅の供与 

 (略) 

第４ 救助実施市 

救助実施市の区域内においては，当該救助実施市が救助を実施する。 

 

 (略) 

 

 

 

救助実施市の

指定に伴う修

正 

 

 

救助実施市の

指定に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救助実施市の

指定に伴う修

正 

226 

 

 

第10節 交通・輸送活動 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，震災復興・企画部，農林水産部，土木部)，県警察本部， 

市町村，自衛隊，東北地方整備局，東北運輸局，第二管区海上保安本部， 

東日本高速道路(株)東北支社， (公社)宮城県バス協会，宮城交通(株)， 

(公社)宮城県トラック協会，宮城県道路公社 

(略) 

第10節 交通・輸送活動 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，震災復興・企画部，農政部，水産林政部，土木部)，県警察本部， 

市町村，自衛隊，東北地方整備局，東北運輸局，第二管区海上保安本部， 

東日本高速道路(株)東北支社， (公社)宮城県バス協会，宮城交通(株)， 

(公社)宮城県トラック協会，宮城県道路公社 

(略) 

 

組織改編に伴

う修正 
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258 第17節 食料，飲料水及び生活必需品の調達・供給活動 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，環境生活部，保健福祉部，経済商工観光部，農林水産部， 

企業局)，市町村，東北農政局，自衛隊，日本赤十字社宮城県支部， 

(公社)宮城県トラック協会，日本郵便(株)東北支社 

(略) 

 

第17節 食料，飲料水及び生活必需品の調達・供給活動 

＜主な実施機関＞ 

県(総務部，環境生活部，保健福祉部，経済商工観光部，農政部，水産林政部， 

企業局)，市町村，東北農政局，自衛隊，日本赤十字社宮城県支部， 

(公社)宮城県トラック協会，日本郵便(株)東北支社 

(略) 

 

組織改編に伴

う修正 

272 第20節 災害廃棄物処理活動 

＜主な実施機関＞ 

県(環境生活部，農林水産部，土木部)，市町村，東北地方環境事務所 

(略) 

 

第20節 災害廃棄物処理活動 

＜主な実施機関＞ 

県(環境生活部，農政部，水産林政部，土木部)，市町村，東北地方環境事務所 

(略) 

 

 

組織改編に伴

う修正 

284 第24節 公共土木施設等の応急対策 

(略) 

第２ 道路施設 

１ 県及び市町村の対応 

 (略) 

(２) 県農林水産部及び市町村の対応 

(略) 

 

第24節 公共土木施設等の応急対策 

(略) 

第２ 道路施設 

１ 県及び市町村の対応 

(略) 

(２) 県農政部，水産林政部及び市町村の対応 

(略) 

 

 

 

 

 

組織改編に伴

う修正 

307 第27節 農林水産業の応急対策 

＜主な実施機関＞ 

県(環境生活部，農林水産部)，市町村 

(略) 

 

第27節 農林水産業の応急対策 

＜主な実施機関＞ 

県(環境生活部，農政部，水産林政部)，市町村 

(略) 

 

 

組織改編に伴

う修正 

311 第28節 二次災害･複合災害防止対策 

＜主な実施機関＞ 

県(環境生活部，農林水産部，土木部，企業局)，県警察本部，市町村， 

各防災関係機関 

 (略) 

 

 

第28節 二次災害･複合災害防止対策 

＜主な実施機関＞ 

県(環境生活部，農政部，水産林政部，土木部，企業局)，県警察本部，市町村， 

各防災関係機関 

 (略) 
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第４節 産業復興支援 

＜主な実施機関＞ 

県(経済商工観光部，農林水産部)，市町村 

(略) 

 

第４節 産業復興支援 

＜主な実施機関＞ 

県(経済商工観光部，農政部，水産林政部)，市町村 

(略) 

 

組織改編に伴

う修正 

 


